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第１章 人事委員会の組織及び運営

Ⅰ 人事委員会

１ 人事委員会委員

職 氏 名 勤務別 任 期 現 （元） 職

委員長 平田 浩和 常 勤 H25. 4. 1～H27. 7.16 元) 県総括危機管理監(兼)危機管理局長

H27. 7.17～H30. 3.31

委 員 渡邉 勝三 非常勤 H21. 8. 1～H22. 7.29 現）南国交通㈱取締役相談役
H22. 7.30～H26. 7.29
H26. 7.30～H30. 7.29

委 員 泉 健子 非常勤 H23.10.12～H25. 7.26 元）鹿児島大学教授
H25. 7.27～H29. 7.26

委 員 宇那木 正寛 非常勤 H29. 7.27～H33. 7.26 現）鹿児島大学教授

２ 平成29年度人事委員会開催状況

回 開 催 日 議 題

１ H29.4.25(火) １ 鹿児島県職員の退職管理に関する規則の一部改正について
２ 平成29年度鹿児島県職員採用上級「総合行政（行政選択）」特別枠
試験の第１次試験受験状況について

３ 平成28年度苦情相談の状況について
４ 平成29年職種別民間給与実態調査について
５ 第60回全国人事委員会連合会公平審査事務研修会の開催について

２ H29.5.18(木) １ 管理職員等の範囲を定める規則の一部改正について
２ 平成29年度鹿児島県職員採用上級「総合行政（行政選択）」特別枠
試験の第１次試験合格者数について

３ H29.6.15(木) １ 平成29年度鹿児島県職員採用上級「総合行政（行政選択）」特別枠
試験の最終合格者の決定について

２ 平成29年度鹿児島県職員採用上級試験の受験申込状況について
３ 公務公共サービス労働組合協議会からの要求書について

４ H29.7.20(木) １ 平成29年度身体障害者を対象とする鹿児島県職員採用選考試験の実
施について

２ 委員長の専決処分について
３ 平成29年度鹿児島県職員採用上級試験の第１次試験合格者数につい
て
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回 開 催 日 議 題

５ H29.8.10(木) １ 平成29年度鹿児島県職員採用上級試験の最終合格者の決定について
２ 委員長の専決処分について
３ 平成29年度鹿児島県民間企業等職務経験者職員採用試験受験申込状
況について

４ 人事院勧告の概要について

６ H29.8.24(木) １ 委託等地方公共団体の管理職員等の範囲を定める規則の一部改正に
ついて

２ 平成29年度鹿児島県民間企業等職務経験者職員採用試験の受験状況
について

７ H29.9.14(木) １ 「平成29年給与等に関する報告及び勧告」の基本方針(案)について
２ 平成29年度鹿児島県職員採用中級・初級試験の受験申込状況につい
て

３ 鹿児島県地方公務員労働組合協議会からの要求書について
４ 勤務条件の措置要求書の提出及び取下げについて

８ H29.9.26(火) １ 「平成29年職員の給与等に関する報告及び勧告」について
２ 職員に関する条例の制定等に係る意見の申出について
３ 平成29年度鹿児島県民間企業等職務経験者職員採用試験の第１次試
験合格者数について

４ 平成29年度鹿児島県職員採用中級・初級試験の第１次試験受験状
況について

９ H29.10.19(木) １ 鹿児島県警察官採用試験における身体検査項目の一部改正について
２ 平成29年度鹿児島県職員採用中級・初級試験の第１次試験合格者数
について

３ 平成29年度身体障害者を対象とする鹿児島県職員採用選考試験の受
験申込状況について

４ 平成29年九州各県人事委員会報告・勧告の概要について

10 H29.11.7(火) １ 平成29年度鹿児島県職員採用中級・初級試験の最終合格者の決定に
ついて

２ 平成29年度身体障害者を対象とする鹿児島県職員採用選考試験の第
１次試験受験状況について

11 H29.12.1(金) １ 職員に関する条例の制定等に係る意見の申出について
２ 委員長の専決処分について
３ 技術職現場見学会の開催について

12 H29.12.8(金) １ 平成29年度鹿児島県民間企業等職務経験者職員採用試験の最終合格
者の決定について
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回 開 催 日 議 題

13 H29.12.22(金) １ 鹿児島県情報公開条例第５条に基づく公文書開示請求に対する人事
委員会議事録の開示について

２ 平成29年度身体障害者を対象とする鹿児島県職員採用選考試験の最
終合格者の決定について

14 H30.1.18(木) １ 平成29年度鹿児島県職員採用試験結果の概要について
２ 技術職現場見学会の実施結果について
３ 鹿児島県職員等採用ガイダンスの開催について

15 H30.2.22(木) １ 職員の採用選考について
２ 職員の昇任選考について
３ 職員の任用に関する規則の一部改正について
４ 鹿児島県人事委員会の行政組織等に関する規則の一部改正について
５ 平成30年度鹿児島県職員採用上級特別枠試験の実施について
６ 職員に関する条例の制定等に係る意見の申出について

16 H30.3.13(火) １ 職員の採用選考について
２ 一般職の任期付職員の任期更新の承認について
３ 平成30年度鹿児島県職員採用試験の実施計画について
４ 事務局職員の任免について

17 H30.3.22(木) １ 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する規
則の一部改正について

２ 委員長の専決処分について
３ 平成30年度鹿児島県人事委員会年間行事計画について

※定例の委員会における「翌月の委員会開催日程協議」についての記載は省略。
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Ⅱ 事 務 局

１ 事務局の組織
（平成29年４月１日現在）

〈総務係〉
総務課 (兼)総務係長 主査 主事

(兼)総務課長 課長補佐
〈任用係〉
任 用 係 長 主査(2) 主事

事務局長 次長
〈給与係〉

職員課 給 与 係 長 主査 主事

職 員 課 長 課長補佐
〈審査班〉
参 事 付 主査

２ 事務分掌

総 務 課

総 務 係
（１）委員に関すること。
（２）委員会の会議及び議事に関すること。
（３）公印の保管，使用等に関すること。
（４）事務局の組織並びに事務局職員の人事，研修及び厚生福利に関すること。
（５）文書及び物件の収受，発送，保管及び廃棄に関すること。
（６）予算及び決算に関すること。
（７）厚生福利制度の研究及びその成果の提出に関すること。
（８）人事機関及び職員に関する条例の制定及び改廃に関する意見の申出に関すること

（総務係の分掌事務に係るもの）。
（９）他の係の所管に属しない事項に関すること。
(10) その他前各号の事務を執行するに必要な事務に関すること。

任 用 係
（１）人事機関及び職員に関する条例の制定及び改廃に関する意見の申出に関すること

（任用係の分掌事務に係るもの）。
（２）人事行政に関する調査に関すること。
（３）人事記録の管理及び人事に関する統計報告の作成に関すること。
（４）人事行政の運営に関する勧告に関すること。
（５）任命方法の一般的基準の制定に関すること。
（６）職制若しくは定数の改廃又は予算の減少に基づく廃職又は過員により離職した者

の復職条件の決定に関すること。
（７）採用試験及び採用に係る選考に関すること。
（８）任用に関すること。
（９）条件付採用期間の延長の決定に関すること。
（10）人事評価（任用係の分掌事務に係るもの）及び研修に関する研究及びその成果の

提出並びに勧告に関すること。
（11）職員の定年等に関すること。
(12) その他前各号の事務を執行するに必要な事務に関すること。
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職 員 課

給 与 係
（１）人事評価（給与係の分掌事務に係るもの），給与，勤務時間その他の勤務条件の研

究及びその成果の関係機関への提出に関すること。
（２）給料表に関する報告及び勧告に関すること。
（３）人事評価（給与係の分掌事務に係るもの）に関する勧告並びに給与，勤務時間その

他の勤務条件に関し講ずべき措置についての勧告に関すること。
（４）給与の支払の監理に関すること。
（５）職務に専念する義務の特例に関すること。
（６）人事機関及び職員に関する条例の制定及び改廃に関する意見の申出に関すること

（給与係の分掌事務に係るもの）。
（７）退職手当の支給制限等の処分に係る調査審議及び意見の提出に関すること。
（８）その他前各号の事務を執行するに必要な事務に関すること。

審 査 班
（１）給与，勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求に対する審査，判定及び必要

な措置に関すること。
（２）不利益な処分についての審査請求に対する審査，裁決及び必要な措置に関すること。
（３）職員の苦情処理に関すること。
（４）職員の分限，懲戒及び服務に関すること。
（５）職員の営利企業への従事等の制限に関すること。
（６）退職管理の適正の確保に関すること。
（７）職員団体の登録，登録の効力の停止及び登録の取消しに関すること。
（８）職員団体等に対する法人格の付与に関する法律に基づく規約の認証及び認証の取消

しに関すること。
（９）勤務条件に関する労働基準監督に関すること。
（10）管理職員等の範囲の指定に関すること。
（11）委託された公平委員会の事務の処理に関すること。
（12）人事機関及び職員に関する条例の制定及び改廃に関する意見の申出に関すること

（審査班の分掌事務に係るもの）。
（13）その他前各号の事務を執行するに必要な事務に関すること。
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第２章 人事委員会の業務

Ⅰ 任 用

１ 採用試験等
平成29年度に人事委員会が実施した職員採用試験等の結果の概要は，次のとおりである。
なお，警察官採用試験については，平成29年度から県警察本部に事務委任した。

(1) 上級（特別枠）試験
大学卒業程度の学力を有する者を対象とする試験であり，特別な公務員対策をしていな

い方でも受験しやすい試験として，初めて実施した。
事務職（総合行政）について，第１次試験を４月23日，第２次試験を５月21日～５月31

日に実施し，６月16日に最終合格者を発表した。
受験者数209人，最終合格者数10人，競争率20.9倍という状況であった。

(2) 上級試験
大学卒業程度の学力を有する者を対象とする試験である。
事務職２職種（総合行政及び警察事務）と技術職11職種について，第１次試験を６月25

日，第２次試験を７月20日～８月２日に実施し，８月14日に最終合格者を発表した。
受験者数570人，最終合格者数111人，平均競争率5.1倍という状況であった。28年度に比

べ，受験者数は92人（13.9％）減少した。

職種別に見ると，事務職「総合行政」の受験者数は424人，「警察事務」の受験者数は14
人で，平均競争率は7.3倍であった。

一方，技術職の場合，全体の平均競争率は2.6倍で，「栄養士」が15.0倍と最も高く，「農
業土木」が1.3倍で最も低かった。

(3) 民間企業等職務経験者採用試験
民間企業等において，５年以上の職務経験を有する者（年齢30歳から39歳まで）を対象

とする試験である。
事務職（行政）と技術職（ＵＩターン枠）５職種について，第１次試験を８月20日，第

２次試験を11月24日～26日に実施し，12月11日に最終合格者を発表した。

受験者数155人，最終合格者数14人，競争率11.1倍という状況であった。28年度に比べ，
受験者数は21人（11.9％）減少した。

(4) 中級試験
短期大学卒業程度の学力を有する者を対象とする試験である。
事務職２職種(一般事務及び教育事務）と技術職１職種（土木）について，第１次試験を

９月24日，第２次試験を10月11日～25日に実施し，11月８日に最終合格者を発表した。
受験者数352人，最終合格者数78人，競争率4.5倍であった。
職種別の競争率を見ると，「一般事務」が6.0倍，「教育事務」が3.3倍，「土木」が2.6倍

であった。

(5) 初級試験
高等学校卒業程度の学力を有する者を対象とする試験である。
事務職２職種（一般事務及び警察事務）と技術職４職種について，第１次試験を９月24

日，第２次試験を10月11日～25日に実施し，11月８日に最終合格者を発表した。
受験者数272人，最終合格者数44人，平均競争率6.2倍という状況であった。
職種別の競争率を見ると，「一般事務」が7.3倍，「警察事務」が8.0倍であった。技術職

の場合，全体の平均競争率は2.0倍で，「土木」が3.3倍と最も高く，「建築」が1.0倍で最
も低かった。
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(6) 身体障害者を対象とする職員採用選考試験
任命権者からの依頼を受けて，平成11年度から実施している身体障害者を対象とする職

員採用選考試験を実施した。
一般事務及び警察事務（高等学校卒業程度）について，第１次試験を11月５日，第２次

試験を12月６日，７日に実施し，12月25日に最終合格者を発表した。
受験者数19人，最終合格者数３人，平均競争率6.3倍という状況であった。
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試験区分

総合行政（特別枠） 256 ( － ) 209 ( － ) 81.6 ( － ) 59 ( － ) 10 ( － ) 20.9 ( － ) 8 ( － )

総合行政 535 ( 573 ) 424 ( 458 ) 79.3 ( 79.9 ) 114 ( 104 ) 56 ( 49 ) 7.6 ( 9.3 ) 41 ( 34 )

警察事務 26 ( 65 ) 14 ( 57 ) 53.8 ( 87.7 ) 9 ( 15 ) 4 ( 5 ) 3.5 ( 11.4 ) 4 ( 3 )

心理 12 ( 13 ) 8 ( 11 ) 66.7 ( 84.6 ) 7 ( 5 ) 2 ( 1 ) 4.0 ( 11.0 ) 2 ( 1 )

農業 35 ( 31 ) 30 ( 27 ) 85.7 ( 87.1 ) 27 ( 22 ) 13 ( 8 ) 2.3 ( 3.4 ) 12 ( 7 )

畜産 11 ( 15 ) 9 ( 13 ) 81.8 ( 86.7 ) 9 ( 12 ) 5 ( 5 ) 1.8 ( 2.6 ) 5 ( 3 )

農業土木 7 ( 7 ) 4 ( 4 ) 57.1 ( 57.1 ) 4 ( 4 ) 3 ( 2 ) 1.3 ( 2.0 ) 3 ( 2 )

林業 19 ( 20 ) 12 ( 19 ) 63.2 ( 95.0 ) 10 ( 15 ) 7 ( 7 ) 1.7 ( 2.7 ) 7 ( 6 )

水産 11 ( 20 ) 10 ( 19 ) 90.9 ( 95.0 ) 9 ( 14 ) 4 ( 4 ) 2.5 ( 4.8 ) 4 ( 4 )

建築 7 ( 8 ) 5 ( 7 ) 71.4 ( 87.5 ) 4 ( 6 ) 2 ( 3 ) 2.5 ( 2.3 ) 2 ( 2 )

化学Ⅰ 11 ( 18 ) 8 ( 13 ) 72.7 ( 72.2 ) 5 ( 9 ) 1 ( 2 ) 8.0 ( 6.5 ) 1 ( 2 )

化学Ⅱ 6 ( 9 ) 5 ( 8 ) 83.3 ( 88.9 ) 5 ( 5 ) 1 ( 1 ) 5.0 ( 8.0 ) 1 ( 1 )

栄養士 17 ( － ) 15 ( － ) 88.2 ( － ) 5 ( － ) 1 ( － ) 15.0 ( － ) 1 ( － )

保健師 31 ( 26 ) 26 ( 26 ) 83.9 ( 100.0 ) 23 ( 20 ) 12 ( 10 ) 2.2 ( 2.6 ) 9 ( 7 )

合　　計 984 ( 805 ) 779 ( 662 ) 79.2 ( 82.2 ) 290 ( 231 ) 121 ( 97 ) 6.4 ( 6.8 ) 100 ( 72 )

行　　政 215 ( 213 ) 144 ( 176 ) 67.0 ( 82.6 ) 20 ( 22 ) 7 ( 10 ) 20.6 ( 17.6 ) 6 ( 10 )

農　　業(UIターン枠） 5 ( － ) 3 ( － ) 60.0 ( － ) 3 ( － ) 2 ( － ) 1.5 ( － ) 2 ( － )

畜　　産(UIターン枠） 2 ( － ) 1 ( － ) 50.0 ( － ) 1 ( － ) 1 ( － ) 1.0 ( － ) 1 ( － )

林　　業(UIターン枠） 1 ( － ) 1 ( － ) 100.0 ( － ) 1 ( － ) 1 ( － ) 1.0 ( － ) 1 ( － )

水　　産(UIターン枠） 0 ( － ) 0 ( － ) － ( － ) 0 ( － ) 0 ( － ) － ( － ) 0 ( － )

土　　木(UIターン枠） 8 ( － ) 6 ( － ) 75.0 ( － ) 6 ( － ) 3 ( － ) 2.0 ( － ) 3 ( － )

合　　計 231 ( 213 ) 155 ( 176 ) 67.1 ( 82.6 ) 31 ( 22 ) 14 ( 10 ) 11.1 ( 17.6 ) 13 ( 10 )

一般事務 341 ( 390 ) 217 ( 274 ) 63.6 ( 70.3 ) 95 ( 89 ) 36 ( 37 ) 6.0 ( 7.4 ) 33 ( 30 )

教育事務 186 ( 183 ) 122 ( 146 ) 65.6 ( 79.8 ) 88 ( 88 ) 37 ( 36 ) 3.3 ( 4.1 ) 30 ( 29 )

土　　木 19 ( 19 ) 13 ( 15 ) 68.4 ( 78.9 ) 11 ( 15 ) 5 ( 6 ) 2.6 ( 2.5 ) 4 ( 5 )

合　　計 546 ( 592 ) 352 ( 435 ) 64.5 ( 73.5 ) 194 ( 192 ) 78 ( 79 ) 4.5 ( 5.5 ) 67 ( 64 )

一般事務 227 ( 203 ) 196 ( 193 ) 86.3 ( 95.1 ) 63 ( 41 ) 27 ( 23 ) 7.3 ( 8.4 ) 19 ( 12 )

警察事務 64 ( 93 ) 56 ( 87 ) 87.5 ( 93.5 ) 14 ( 24 ) 7 ( 15 ) 8.0 ( 5.8 ) 5 ( 11 )

農業土木 5 ( 12 ) 5 ( 11 ) 100.0 ( 91.7 ) 5 ( 7 ) 4 ( 4 ) 1.3 ( 2.8 ) 4 ( 2 )

林　　業 9 ( － ) 4 ( － ) 44.4 ( － ) 4 ( － ) 2 ( － ) 2.0 ( － ) 2 ( － )

土　　木 13 ( 15 ) 10 ( 14 ) 76.9 ( 93.3 ) 9 ( 10 ) 3 ( 6 ) 3.3 ( 2.3 ) 2 ( 5 )

建　　築 1 ( － ) 1 ( － ) 100.0 ( － ) 1 ( － ) 1 ( － ) 1.0 ( － ) 1 ( － )

合　　計 319 ( 323 ) 272 ( 305 ) 85.3 ( 94.4 ) 96 ( 82 ) 44 ( 48 ) 6.2 ( 6.4 ) 33 ( 30 )

2,080 ( 1,933 ) 1,558 ( 1,578 ) 74.9 ( 81.6 ) 611 ( 527 ) 257 ( 234 ) 6.1 ( 6.7 ) 213 ( 176 )

一般事務 19 ( 19 ) 17 ( 16 ) 89.5 ( 84.2 ) 14 ( 11 ) 3 ( 2 ) 5.7 ( 8.0 ) 2 ( 1 )

警察事務 2 ( 3 ) 2 ( 1 ) 100.0 ( 33.3 ) 2 ( 1 ) 0 ( 1 ) － ( 1.0 ) 0 ( 1 )

合　　計 21 ( 22 ) 19 ( 17 ) 90.5 ( 77.3 ) 16 ( 12 ) 3 ( 3 ) 6.3 ( 5.7 ) 2 ( 2 )

（注）・（　　）内は，平成28年度実績

   　 ・採用者数は，平成30年８月１日現在

（単位：人，％，倍）

平成29年度職員採用試験等実施結果

競争率 採用者数

身
障
選
考

中

級

初

級

総    　計

申込者数

上

級

民
間
企
業
等
職
務
経
験
者

受 験 率受験者数
１次

合格者数
最終

合格者数

試験名
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平成29年度職員採用試験等実施一覧

試 験 名 上級（特別枠） 上 級 民間企業等職務経験者

総 合 行 政 総 合 行 政 行 政
警 察 事 務 農業（ＵＩターン枠）
心 理 畜産（ＵＩターン枠）
農 業 林業（ＵＩターン枠）
畜 産 水産（ＵＩターン枠）

試 験 区 分 農 業 土 木 土木（ＵＩターン枠）
林 業
水 産
建 築
化 学 Ⅰ
化 学 Ⅱ
栄 養 士
保 健 師

①平成4.4.2～平成8.4.1に ①昭和63.4.2～平成8.4.1に生ま ①昭和53.4.2～昭和63.4.1
生まれた者。 れた者。 に生まれた者。

ただし，保健師は昭和63.4.2～
②平成8.4.2以降に生まれ 平成9.4.1に生まれた者。 ②民間企業等（ＵＩターン

た者で，学校教育法によ 枠にあっては，県外に本
る大学（４年制以上のも ②平成8.4.2以降に生まれた者で， 社等を置く民間企業等に
の）を卒業した者若しく 学校教育法による大学（４年制 限る。）における職務経
は平成30.3末までに卒業 以上のもの）を卒業した者若し 験を５年以上有する者。

受 験 資 格 見込みの者又はこれらと く は平成30.3末までに卒業見
同等の資格があると人事 込みの者又はこれらと同等の資
委員会が認める者。 格があると人事委員会が認める

者。
化学Ⅱ，栄養士及び保健師は資
格又は免許を必要とする。

公 告 日 H29. 2.28(火) H29. 4.11(火) H29. 4.11(火)

H29. 3.15(水) H29. 5. 8(月) H29. 7. 3(月)
受 付 期 間

～ 3.30(木) ～ 5.24(水) ～ 7.19(水)

１次試験日 H29. 4.23(日) H29. 6.25(日) H29. 8.20(日)

［試験地］ ［鹿児島市］ ［鹿児島市，東京都］ ［鹿児島市，東京都］

１次合格者
H29. 5. 8(月) H29. 7. 6(木) H29. 9.21(木)

決 定 日

１次合格者
H29. 5. 9(火) H29. 7. 7(金) H29. 9.22(金)

発 表 日

H29. 5.21(日) H29. 7.20(木) H29.11.24(金)
２次試験日

～ 5.31(水) ～ 8. 2(水) ～ 11.26(日)
［試験地］

［鹿児島市］ ［鹿児島市］ ［鹿児島市］

最終合格者
決 定 日 H29. 6.15(木) H29. 8.10(木) H29.12. 8(金)
（委員会）

最終合格者
H29. 6.16(金) H29. 8.14(月) H29.12.11(月)

発 表 日
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身体障害者を対象と
試 験 名 中 級 初 級

する職員採用選考試験

一 般 事 務 一 般 事 務 一般事務
警 察 事 務

教 育 事 務 農 業 土 木 警察事務
試 験 区 分 林 業

土 木 土 木
建 築

平成2.4.2～平成10.4.1に生ま 平成8.4.2～平成12.4.1に生ま 身体障害者手帳の交付を
れた者。 れた者。 受けている者で，昭和62.

4.2～平成12.4.1に生まれ
た者。

自力により通勤でき，か
つ，介護者なしに職務の
遂行が可能で，鹿児島県

受 験 資 格 内に居住していることを
必要とする。

公 告 日 H29. 4.11(火) －

H29. 8. 9(水) H29. 9. 8(金)
受 付 期 間

～ 8.25(金) ～ 9.27(水)

１次試験日 H29. 9.24(日) H29.11. 5(日)

［試験地］ ［鹿児島市］ ［鹿児島市］

１次合格者
H29. 9.28(木) H29.11.14(火)

決 定 日

１次合格者
H29. 9.29(金) H29.11.15(水)

発 表 日

H29.10.11(水) H29.12. 6(水)
２次試験日

～ 10.25(水) ～12. 7(木)
［試験地］

［鹿児島市］ ［鹿児島市］

最終合格者
決 定 日 H29.11. 7(火) H29.12.22(金)
（委員会）

最終合格者
H29.11. 8(水) H29.12.25(月)

発 表 日
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平成29年度職員採用試験等実施方法

区 分 第１次試験 第２次試験

・職務基礎力試験 ・事例式小論文
上級(特別枠） ・面接試験

・適性検査
・教養試験（択一式） ・論文試験（記述式：総合行政，警察事務，栄養士，
・専門試験（択一式：栄養士，保健師を除く） 保健師）

上 級 ・専門試験（記述式：栄養士・保健師を除く技術職）
・面接試験
・適性検査

・教養試験（択一式：行政のみ） ・面接試験
民間企業等 ・職務基礎力試験（ＵＩターン枠のみ） ・適性検査
職務経験者 ・専門試験（記述式：ＵＩターン枠のみ）

・経験論文試験
・教養試験（択一式） ・論文試験（記述式：一般事務，教育事務）

中 級 ・専門試験（択一式） ・専門試験（記述式：土木）
・面接試験
・適性検査

・教養試験（択一式） ・作文試験
初 級 ・専門試験（択一式：技術職のみ） ・面接試験

・適性検査
身 体 障 害 者 を ・教養試験（択一式） ・面接試験
対 象 と す る ・作文試験 ・適性検査
職員採用選考試験 ・身体検査
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２ 選考採用
平成29年度の選考採用の概要は，次のとおりである。
役付職52人，一般職100人の計152人で，うち人事委員会の選考にかかるもの82人，任命権者

の選考にかかるもの70人（医師，看護師等）となっている。
役付職52人の内訳は，部長級１人，次長級１人，課長級８人，課長補佐級10人，係長級32人

である。

平成29年度 選考採用結果
（単位：人）

区 分 知 事 部 局 教育委員会 警 察 本 部 県立病院局 計

部 長 級 1 1

次 長 級 1 1

課 長 級 4 2 2 8

課 長 補 佐 級 1 9 10

係 長 級 8 3 9 12 32

小 計 15 5 20 12 52

医 務 技 師 1 22 23

薬 務 技 師 2 2

獣 医 務 技 師 3 3

作 業 療 法 技 師 2 2

看 護 技 師 16 16

准 看 護 技 師 1 1

助 産 技 師 1 1

衛 生 技 師 8 9 17

児童自立支援主事 3 3

司 書 2 2

文 化 財 研 究 員 3 3

精神保健福祉主事 1 1

工 業 技 師 1 1

主 事 10 1 11

電 気 技 師 1 1

職 業 指 導 技 師 2 2

船 舶 士 1 1

機 関 士 1 1

警 察 官 8 8

技 術 職 員 1 1

小 計 33 6 9 52 100

合 計 48 11 29 64 152

役

付

職

員

一

般

職

員
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３ 昇任試験
職員の昇任のための試験は，警察官について実施しているが，これは警部補以下の階級にあ

る警察官を警部，警部補，巡査部長にそれぞれ昇任させるためのものであり，試験の実施と昇
任候補者名簿の作成は警察本部長に委任している。

平成29年度は，警部昇任試験，警部補昇任試験及び巡査部長昇任試験がそれぞれ１回実施さ
れ，その試験結果は次の表のとおりである。

平成29年度 警察官昇任試験結果
（単位：人，倍）

第１次試験 第２次試験 第３次試験
試験区分 競争率

受験者 合格者 受験者 合格者 受験者 合格者 Ａ／Ｂ
（昇任試験） Ａ Ｂ

警 部 319 178 175 39 39 25 12.8

警 部 補 465 164 163 85 85 68 6.8

巡査部長 728 201 201 111 111 94 7.7

（注）警部，警部補及び巡査部長の第１次試験合格者には，第１次試験免除者を含む。

４ 選考昇任
一般職員にかかる係長（係長相当職を含む）以上の職への昇任及び警察官（警視及び警部以

下の職で，人事委員会が認める者（選抜昇任及び選考昇任））にかかる昇任について，平成29年
度に選考した者は277人である。

平成29年度 選考昇任結果
（単位：人）

区 分 知事部局 教育委員会 警察本部 県立病院局 計
職 名

課 長 又 は 課 長 級 1 2 3

補 佐 又 は 補 佐 級 8 8

係 長 又 は 係 長 級 8 1 13 12 34

小 計 9 1 23 12 45

警 視 22 22

警 部 33 33

警 部 補 74 74

巡 査 部 長 103 103

小 計 232 232

合 計 9 1 255 12 277

※ 「職員の任用に関する規則の一部を改正する規則（平成30年３月２日人事委員会規則第１号）」
施行前までの実績
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５ 簡易開示による請求
人事委員会で実施する職員採用試験において，簡易な方法による個人情報の開示申出をした

者の数は，第１次試験で85人，第２次試験で193人である。

平成29年度 簡易開示結果
（単位：人）

第１次試験 第２次試験 合 計
区 分 申出者 対象者 ％ 申出者 対象者 ％ 申出者 対象者 ％

上 級 34 489 7.0 104 280 37.1 138 769 17.9

中 級 6 158 3.8 46 181 25.4 52 339 15.3

初 級 37 176 21.0 36 85 42.4 73 261 28.0
上中初

77 823 9.4 186 546 34.1 263 1,369 19.2
級 計
民 間
経験者 8 124 6.5 4 29 13.8 12 153 7.8
競 争

85 947 9.0 190 575 33.0 275 1,522 18.1
試験計
身 障
選 考 0 3 0.0 3 16 18.8 3 19 15.8

総 計 85 950 8.9 193 591 32.7 278 1,541 18.0

６ 規則の制定・改廃

平成29年度に行った規則の制定・改廃は，次の表のとおりである。

公布年月日
規則番号 規 則 名 概 要

(施行年月日)

H30. 3. 2 職員の任用に関する規則の一部を改正 「昇任」に関する規定の改正
第１号

(H30. 3. 2) する規則
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Ⅱ 給 与

１ 給与に関する報告及び勧告

本委員会は，平成29年10月５日，議長及び知事に対して，地方公務員法第８条，第14条及

び第26条の規定に基づき，職員の給与等について報告し，併せて給与の改定について勧告し
たが，その概要は次のとおりである。

《給与勧告のポイント》

月例給，ボーナスともに引上げ
① 職員給与が民間給与を下回る較差（523円，0.14％）を解消するため，給料月
額を引上げ

② 期末手当・勤勉手当（ボーナス）を引上げ（4.30月→4.40月）

～ ①と②の結果，平均年間給与は4.5万円（0.74％）の増加 ～

(1) 職員の給与と民間の給与との比較

企業規模50人以上で事業所規模50人以上の県内民間事業所641事業所から，無作為に抽出し
た140事業所を対象に調査（調査完了率90.0％）

ア 月例給
民間事業所の従事者（事務・技術職）と職員（行政職）の４月分給与を役職段階，年齢，

学歴が同じ者同士で比較

民間給与① 職員給与② 較 差 ①－②

368,127円 367,604円 523円（0.14％）

（注） 職員の平均年齢は44.2歳，平均経験年数は22.8年である。

イ 特別給（ボーナス）
昨年８月から本年７月までの民間の支給割合と職員の年間支給月数を比較

民間の支給割合 4.39月分（職員の支給月数 4.30月分）

(2) 給与改定

地方公務員法の規定に基づき，民間事業所の給与水準を踏まえるとともに，本年の人事院
勧告の内容，他の都道府県の動向等を総合的に勘案し，以下のように取り扱うことが必要

ア 本年の給与改定
(ｱ) 給料表

・ 行政職給料表については，人事院勧告の内容に準じた上で，各号給の額に一定の率
（100分の100.29）を乗じた給料表に改定（初任給は1,000円程度の引上げ）
・ 行政職以外の給料表については，行政職給料表との均衡を基本に改定
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(ｲ) 期末手当・勤勉手当
勤勉手当を0.10月引上げ（4.30月→4.40月）

(ｳ) 初任給調整手当
医師・歯科医師に対する初任給調整手当を人事院勧告の内容に準じて引上げ（最高支

給限度額413,800円→414,300円）

(ｴ) 改定の実施時期
平成29年４月１日（ただし，(ｲ）は平成29年12月１日）

○ 改定額（改定率）

区 分 給 料 はね返り 計

行政職 495円 13円 508円（0.14％）

（注）１ 改定額とは，勧告どおり実施された場合の職員（新規学卒の採用者を除く行政職）

の平均引上げ額（引上げ後の平均給与月額 367,604円→368,112円）

２ はね返りとは，給料の引上げに連動して引上げられる定率の手当分

(ｵ) その他の課題

・ 職員の給与制度のあり方については，今後とも国における見直し等を踏まえ，適切
に見直しを行う必要

・ 給与制度の総合的見直しにおける経過措置の終了に伴い，支給される額が減少する
職員の平成30年度以降の給料の取扱いについては，国家公務員の措置，本県の実情等
を勘案しながら適切に検討する必要

(3) 人事管理・公務運営の改善

ア 多様な有為の人材の確保

求める人材像や公務の魅力について広く具体的に発信するなど，人材確保活動に積極的

に取り組み，引き続き多様な有為の人材の確保に努める必要

イ 能力及び実績に基づく人事管理
評価者研修の充実や適切な評価結果のフィードバックの実施等に引き続き努めるととも

に，評価結果の人事管理への更なる活用については，今後とも国や他の都道府県の動向等

も踏まえながら，適切に取り組む必要

ウ 勤務環境の整備

(ｱ) 超過勤務の縮減及び勤務時間の管理

ａ 超過勤務の縮減及び勤務時間の管理

・ 業務執行態勢等の必要な見直しを行うほか，超過勤務が多い所属や職員，時期等

について，その要因を把握し，重点的に縮減方策を講じることが重要

・ 管理監督職員においては，勤務時間管理における役割を十分認識し，一層適正な

勤務時間管理に取り組む必要

ｂ 学校における働き方改革

・ 教職員の勤務状況の把握に努め，適切な勤務環境の確保のための取組を進めてい

く必要

・ 市町村教育委員会と連携しながら業務改善の推進に取り組むとともに，学校にお

ける働き方改革に向けた国の動向等を踏まえ，適切に対応していく必要
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(ｲ) 健康管理

・ ストレスチェック制度の周知等に取り組むとともに，メンタルヘルス不調者の発生防

止や早期発見・早期対応，円滑な職場復帰支援，再発防止など，計画的・継続的な対策

の充実に一層努める必要

・ 管理監督職員においては，日頃のコミュニケーション等を通して，メンタルヘルス

不調者への気付きや，周りに相談しやすい職場環境づくりに努め，ストレスチェック

において，職員自身のストレスへの気付きを促すとともに，その結果を職場環境の改

善に活用するなどの取組を進める必要

(ｳ) ハラスメントの防止

管理監督職員や職員への周知・啓発を図るとともに，職員一人ひとりがハラスメント

を見過ごさずに向き合える職場環境の確保に努める必要

(ｴ) 女性の登用の拡大，仕事と生活の両立支援

・ 女性職員の採用・登用の拡大や仕事と生活の調和の推進に積極的に取り組む必要

・ 仕事と生活の両立支援制度を一層活用することができるよう，制度の普及・啓発に

更に取り組む必要

エ 高齢層職員の能力及び経験の活用（雇用と年金の接続）

雇用と年金の接続が引き続き円滑になされるよう，国及び他の都道府県の動向等を注視

しながら，本県の実情を踏まえ，適切に対応する必要

オ 会計年度任用職員制度の導入等

本年５月に公布された地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の趣旨及び他

の都道府県の動向等を踏まえ，会計年度任用職員制度の導入等に向け準備を進める必要

(4) む す び

人事委員会の勧告制度は，労働基本権制約の代償措置として設けられているものであり，職

員に対し適正な処遇を確保することは，職員の士気を高めるとともに，有為の人材の確保を可

能にし，将来にわたって行政運営の安定を図るためにも重要

県議会及び知事におかれては，給与勧告制度が果たしている役割に深い理解を示され，この

報告に十分留意されるとともに，この勧告どおり実施されるよう要請
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２ 職員に係る条例の制定・改廃に関する意見の申出

県議会から，職員の給与に関する次の条例案について意見を求められたのに対し，全ての

議案について適当と認める旨の意見を提出した。

意見提出
議 案 番 号 件 名 概 要

年 月 日

議案第72号 鹿児島県地方警察職員の ・警ら作業手当の上限額の引上げ
H29.9.26 特殊勤務手当支給に関する

条例の一部を改正する条例
制定の件

議案第80号 鹿児島県職員の給与に関 ・給料表の引上げ（人事院勧告の内容に
する条例等の一部を改正す 準じた上で，各号給の額に一定の率（100
る条例制定の件（知事及び 分の100.29）を乗じた給料表に改定（初
副知事の期末手当支給条例 任給を1,000円程度引上げ））
の一部改正に係る部分を除 ・初任給調整手当の限度額の引上げ
く。） ・勤勉手当の引上げ

議案第96号 鹿児島県学校職員の給与 ・議案第80号に準じた改正
H29.12. 1 に関する条例等の一部を改

正する条例制定の件

議案第97号 鹿児島県地方警察職員の ・議案第80号に準じた改正
給与に関する条例等の一部
を改正する条例制定の件

議案第81号 鹿児島県職員退職手当支 ・雇用保険法の改正に伴う国家公務員退
給条例の一部を改正する条 職手当法の改正に準じた改正
例制定の件

議案第32号 鹿児島県職員退職手当支 ・官民の支給水準の均衡を図るために設
給条例等の一部を改正する けられている「退職手当の調整率」の引
条例制定の件 下げ

議案第33号 鹿児島県職員の特殊勤務 ・種雄牛馬等取扱手当の支給対象業務を
H30. 2.22 手当に関する条例の一部を 追加

改正する条例制定の件

議案第57号 鹿児島県学校職員の特殊 ・教員特殊業務手当の引上げ
勤務手当に関する条例の一
部を改正する条例制定の件
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３ 規則の制定・改廃

平成29年度に行った規則の制定・改廃は，次の表のとおりである。

公布年月日
規則番号 規 則 名 概 要

(施行年月日)

H30. 3.30 外国の地方公共団体の機関等に派遣さ 同規則における55歳を超える職

第３号 れる職員の処遇等に関する規則の一部 員の給料等の減額支給措置の取

(H30. 4. 1) を改正する規則 扱い規定の削除
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Ⅲ 審 査

１ 公平審査

(1) 不利益処分についての審査請求の状況

平成29年度は，新たな審査請求はなく，前年度から繰り越したものが12件あるが，年度
内に審査，裁決を行った事案はなかった。

平成29年度末現在における係属状況は，次の表のとおりである。

H28年度から 新規受付 H29年度中処理件数 H29年度末
区 分

の繰越件数 件 数 取下げ 却 下 裁 決 係属件数
知事部局 １０ ０ ０ ０ ０ １０
教育委員会 ２ ０ ０ ０ ０ ２
警察本部 ０ ０ ０ ０ ０ ０
県関係計 １２ ０ ０ ０ ０ １２
受託団体等 ０ ０ ０ ０ ０ ０

計 １２ ０ ０ ０ ０ １２

(2) 勤務条件に関する措置要求の状況

平成29年度は，新たな措置の要求が１件あったが，取下書の提出がなされた。また，
前年度から繰り越したものはなかった。

H28年度から 新規受付 H29年度中処理件数 H29年度末
区 分

の繰越件数 件 数 取下げ 却 下 判 定 係属件数
知事部局 ０ ０ ０ ０ ０ ０
教育委員会 ０ １ １ ０ ０ ０
警察本部 ０ ０ ０ ０ ０ ０
県関係計 ０ １ １ ０ ０ ０
受託団体等 ０ ０ ０ ０ ０ ０

計 ０ １ １ ０ ０ ０

２ 苦情相談

平成29年度に受け付けた苦情相談の件数は，次の表のとおりである。

(1) 任命権者別

区 分 知事部局 教育委員会 警察本部 受託団体等 計
相談件数 ０ ５ ０ ６ １１

(2) 相談内容

相 談 勤務時間・ 健 康 ・ い じ め 等 公 平 審 査
任 用 関 係 給 与 関 係 セ ク ハ ラ パ ワ ハ ラ そ の 他 計

内 容 服 務 関 係 安 全 関 係 (ﾊﾟﾜﾊﾗ除く) 関 係
件 数 １ ０ １ １ ０ ５ １ ０ ２ １１

３ 職員団体の登録等

平成29年度の新規登録はなく，平成29年度末現在の登録職員団体は，31団体（県関係４団
体，受託団体等関係27団体）である。

また，19団体から24件の登録事項の変更の届出があり，変更登録を行った。

なお，登録職員団体は，別表１のとおりである。
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４ 公平委員会事務の受託等

平成29年度末現在，当委員会が公平委員会の事務を受託している団体数，及び「奄美群島
の復帰に伴う自治省関係法令の適用の暫定措置等に関する政令（昭和28年12月24日政令第402
号）」第６条の規定に基づき当委員会が処理している団体数は，次の表のとおりである。

なお，受託等団体は，別表２のとおりである。
（平成30年３月31日現在)

受 託 等 団 体 数 非 受 託 等 団 体 数
区 分 団体数 政 令 独自の公

受 託 計 その他 計
402号 平委員会

市 19 7 1 8 11 0 11
町 村 24 13 11 24 0 0 0
市町村計 43 20 12 32 11 0 11
一部事務組合等 38 27 10 37 0 1 1
合 計 81 47 22 69 11 1 12

５ 労働基準監督

(1) 事業所区分

本県の機関の事業所区分については，鹿児島労働局と協議した上で，平成29年７月20日
付けで改正した。

なお，本県の機関の事業所区分は，別表３のとおりである。

(2) ボイラー等の検査

平成29年度は，落成検査を実施した事業所はなかった。
なお，特定機械等の性能検査については，労働安全衛生法第41条第２項に規定する登録

性能検査機関が行い，同機関から性能検査結果報告書の提出を受けている。
また，平成29年度は１事業所から，ゴンドラ（１基）の休止報告があった。
平成29年度末におけるボイラー等の設置事業所は，22事業所であり，その設置状況は，

別表４のとおりである。

(3) 労働基準及び労働安全衛生に関する調査の実施

当委員会が労働基準監督機関として職権を行使する195事業所の労働基準関係事務につい
て，関係法令等の遵守状況等を調査し，併せて指導監督するため，平成29年度は12事業所

を対象に実地調査を行うとともに，９事業所を対象に書面（フォロー）調査を行った。
その他，３年毎に当委員会が所管する全事業所に対し，書面による実態調査を行ってい

る。

(4) 解雇予告除外認定

平成29年度に行った解雇予告除外認定は，次の表のとおりである。

申 請 者 事業の種類 申請年月日 認定年月日
警察本部長 官公署の事業 H29.12.13 H29.12.13

知事 官公署の事業 H30. 3. 7 H30. 3. 9
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６ 規則の制定・改廃

平成29年度に行った規則の制定・改廃は，次の表のとおりである。

公布年月日
規則番号 規 則 名 概 要

（施行年月日）
H29. 5.8 鹿児島県職員の退職管理に関する規則の 組織機構改正に伴う内部

第２号
(H29. 5.8) 一部を改正する規則 組織の長に準ずる職の改

正
H29. 5.26 管理職員等の範囲を定める規則の一部を 行政組織規則の改正に伴

第３号
(H29. 5.26) 改正する規則 う改正
H29. 9. 1 委託等地方公共団体の管理職員等の範囲 各受託等団体における組

第４号
(H29. 9. 1) を定める規則の一部を改正する規則 織機構改正等に伴う改正
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別表１ 職員団体の登録等の状況

(1) 県関係
（平成30年３月31日現在）

整理 法人格 整理 法人格団体名 登録年月日 団体名 登録年月日番号 の有無 番号 の有無

1 自治労鹿児島県職員労働組 S41.10.12 有 3 鹿児島県高等学校教職員組 S44. 6.24 有
合 合

2 鹿児島県教職員組合 S41.10.12 有 4 鹿児島県立短期大学教職員 S47. 5. 2 無
組合

(2) 受託等関係
（平成30年３月31日現在）

整理 法人格 整理 法人格団体名 登録年月日 団体名 登録年月日番号 の有無 番号 の有無

1 中種子町役場職員組合 S42. 1.30 有 16 指宿市職員労働組合 H18.11.16 無

2 南種子町職員労働組合 S42. 1.30 無 17 全日本自治団体労働組合 H19.10.30 無

3 天城町職員労働組合 S45.10. 1 無 奄美市職員労働組合

4 徳之島町職員組合 S47. 2. 5 有 18 全日本自治団体労働組合 H20. 4.10 無

5 知名町職員組合 S47. 3. 7 無 屋久島町職員労働組合

6 喜界町職員労働組合 S48. 2.16 無 19 南九州市役所職員組合 H20.11.25 無

7 龍郷町職員組合 S50.10.24 有 20 南九州市職員労働組合 H21. 1.27 無

8 大崎町職員組合 S51. 3. 8 無 21 全日本自治団体労働組合 H22. 2.16 無

9 垂水市役所職員労働組合 S53.12.25 有 肝付町職員組合

10 十島村職員組合 S59. 9.17 無 22 自治労南大隅町職員組合 H23.12.20 無

11 大和村職員労働組合 S63. 4. 6 無 23 曽於市職員組合 H24. 2. 9 無

12 湧水町職員労働組合 H17. 9.22 無 24 長島町職員組合 H24. 7. 9 無

13 全日本自治団体労働組合 H18. 2.10 無 25 東串良町役場職員組合 H24.10.10 無

いちき串木野市職員労働組合 26 さつま町職員組合 H24.12.27 無

14 南さつま市職員労働組合 H18. 2.10 有 27 与論町職員組合 H26. 5.12 無

15 志布志市職員労働組合 H18. 3.28 無
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別表２ 受託等団体の名称及び受託年月日

(1) 受託市町村 〔20団体：７市，11町，２村〕
（平成30年３月31日現在）

番 事務受託 番 事務受託 番 事務受託
市町村名 市町村名 市町村名

号 年 月 日 号 年 月 日 号 年 月 日

市 町 村

１ 垂 水 S40. 4. 1 １ 南種子 S28. 4. 1 １ 三 島 S28. 6. 1

２ 曽 於 H17. 7.15 ２ 大 崎 S34.12.25 ２ 十 島 S37. 6.15

３ い ち き 串 木 野 H17.10.25 ３ 東串良 S41. 1. 1

４ 南さつま H17.11.22 ４ 中種子 S41. 1. 1

５ 指 宿 H18. 1.20 ５ さつま H17. 4. 1

６ 志布志 H18. 1.20 ６ 湧 水 H17. 4. 1

７ 南九州 H19.12.28 ７ 錦 江 H17. 4. 1

８ 南大隅 H17. 4.11

９ 肝 付 H17. 7.15

10 長 島 H18. 4. 1

11 屋久島 H19.10.26

（参考）公平委員会設置市：鹿児島市，鹿屋市，枕崎市，阿久根市，西之表市，薩摩川内市，霧島市，

伊佐市，日置市，出水市，姶良市（合計11市）
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(2) 公平事務受託一部事務組合等 〔27団体〕
（平成30年３月31日現在）

番 事務受託 番 事務受託
一部事務組合等名 一部事務組合等名

号 年 月 日 号 年 月 日

１ 鹿児島県市町村総合事務組合 S37.10.15 15 曽於北部衛生処理組合 S56. 4. 1

２ いちき串木野市・日置市衛生処理組合 S41. 1. 1 16 北薩広域行政事務組合 S59. 4. 1

３ 南薩地区衛生管理組合 S43. 1. 1 17 曽於地域公設地方卸売市場管理組合 S59. 4. 1

４ 指宿南九州消防組合 S47. 7.17 18 曽於南部厚生事務組合 S61. 4. 1

５ 阿久根地区消防組合 S49. 8. 1 19 熊毛地区消防組合 H 5. 4. 1

６ 伊佐湧水消防組合 S50. 4. 1 20 南薩介護保険事務組合 H11. 8. 1

７ 大隅曽於地区消防組合 S53. 4. 1 21 姶良・伊佐地区介護保険組合 H11.11. 1

８ 指宿広域市町村圏組合 S53. 4. 1 22 曽於地区介護保険組合 H11.11. 1

９ 大隅肝属地区消防組合 S53. 4. 1 23 種子島地区広域事務組合 H11.11. 1

10 南大隅衛生管理組合 S54. 4. 1 24 大隅肝属広域事務組合 H12.11. 1

11 中南衛生管理組合 S54. 4. 1 25 公立種子島病院組合 H13.11. 1

12 大口地方卸売市場管理組合 S54. 4. 1 26 鹿児島県後期高齢者医療広域連合 H19.11. 1

13 伊佐北姶良環境管理組合 S54. 4. 1 27 種子島産婦人科医院組合 H21.11. 1

14 伊佐北姶良火葬場管理組合 S54. 4. 1
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(3) 政令第４０２号関係団体

ア 市町村 〔１２団体：１市，９町，２村〕
（平成30年３月31日現在）

番号 市町村名 番号 市町村名

１ 奄美市 ７ 徳之島町

２ 大和村 ８ 天城町

３ 宇検村 ９ 伊仙町

４ 瀬戸内町 10 和泊町

５ 龍郷町 11 知名町

６ 喜界町 12 与論町

イ 一部事務組合等 〔10団体〕
（平成30年３月31日現在）

番号 一部事務組合等名 設立年月日

１ 大島地区衛生組合 S48. 8.17

２ 沖永良部衛生管理組合 S51. 4. 1

３ 沖永良部与論地区広域事務組合 S58. 2. 3

４ 徳之島地区消防組合 S59. 4. 1

５ 大島地区消防組合 H元. 4. 1

６ 奄美群島広域事務組合 H 3. 7. 1

７ 大島農業共済事務組合 H11. 2. 8

８ 徳之島地区介護保険組合 H11. 6. 1

９ 奄美大島地区介護保険一部事務組合 H11. 6. 1

10 徳之島愛ランド広域連合 H13. 3. 8
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別表３ 労働基準法による事業所区分

(1) 人事委員会が労働基準監督機関としての職権を行使する事業所 （平成29年７月20日改正）

労働基準 事 業 所
法による 事業内容
事 業 所 区 分 部 局 名 事 業 所 名

別表第１ 教育，研 知事部局
第１２号 究，調査 総務部 短期大学 歴史資料センター黎明館

環境林務部 環境保健センター 森林技術総合センター
商 工 労 働 水 産 部 工業技術センター 高等技術専門校（４）

障害者職業能力開発校 水産技術開発センター
農政部 大隅加工技術研究センター

農業開発総合センター 農業開発総合センター支場（４）
農業開発総合センター茶業部
農業開発総合センター茶業部大隅分場
農業開発総合センター畜産試験場
フラワーセンター 肉用牛改良研究所

危機管理局 消防学校 環境放射線監視センター ２４

教育委員会
事 務 局 楠隼中学校 高等学校（６１）

特別支援学校（寄宿舎を除く。）（１６）
総合教育センター 図書館（２） 青少年研修センター
霧島自然ふれあいセンター 少年自然の家（２）
博物館 埋蔵文化財センター ８７

公安委員会

警察本部 警察学校 １

官公署の 同左 知事部局 本庁
事業（別 総務部 東京事務所
表第１に 消費生活センター かごしま県民交流センター
掲げる事 PR･観 光 戦 略部 大阪事務所 福岡事務所
業を除 保健福祉部 女性相談センター 知的障害者更生相談所（２）
く。） 商 工 労 働 水 産 部 計量検定所

農政部 病害虫防除所 家畜保健衛生所（６）
家畜保健衛生所支所（３）

危機管理局 防災航空センター
地域振興局 地域振興局（保健福祉環境部，北 地域振興局建設部甑島支

所，鹿児島地域振興局総務企画部自動車税課，大隅地域振興
局建設部河川港湾課志布志市駐在及び曽於畑地かんがい農業
推進センターを除く。）（５）
北 地域振興局建設部甑島支所
鹿児島地域振興局総務企画部自動車税課
大隅地域振興局建設部河川港湾課志布志市駐在
曽於畑地かんがい農業推進センター

支庁 支庁（保健福祉環境部及び大島支庁農林水産部農政普及課特
殊病害虫係を除く。）（２）
熊毛支庁屋久島事務所（保健福祉環境課を除く。）
大島支庁瀬戸内事務所 大島支庁喜界事務所
大島支庁徳之島事務所（保健衛生環境課を除く。）
大島支庁沖永良部事務所 大島消費生活相談所 ３８
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労働基準 事 業 所
法による 事業内容
事 業 所 区 分 部 局 名 事 業 所 名

官公署の 同左 教育委員会
事業（別 事 務 局 本庁 教育事務所（７） 総合体育センター ９
表第１に
掲げる事 公安委員会
業を除 警察本部 警察本部 警察署（２８） ２９
く。）

そ の 他 議会事務局 選挙管理委員会事務局 人事委員会事務局
各種委員会 監査委員事務局 労働委員会事務局

海区漁業調整委員会事務局 内水面漁場管理委員会事務局
７

計 １９５ 事業所

(注) 企業職員及び単純労務職員は，労働局及び労働基準監督署の所管である。

(2) 労働基準監督署が労働基準監督機関としての職権を行使する事業所

労働基準 事 業 所
法による 事業内容
事 業 所 区 分 部 局 名 事 業 所 名

別表第１ 水道 工業用水道部 工業用水課
第 １ 号 １

別表第１ 飼育，畜 知事部局
第 ７ 号 産 支庁 大島支庁農林水産部農政普及課特殊病害虫係 １

別表第１ 保健衛生 知事部局
第１３号 保健福祉部 精神保健福祉センター

ハートピアかごしま 若駒学園
こども総合療育センター 難病相談・支援センター
児童相談所（３）
食肉衛生検査所（７） 動物愛護センター

地域振興局 保健福祉環境部（支所を除く。）（５）
保健福祉環境部支所（４）

支庁 保健福祉環境部（２）
熊毛支庁屋久島事務所保健福祉環境課
大島支庁徳之島事務所保健衛生環境課 ２９

県立病院局 県立病院課
病院（４） 県民健康プラザ鹿屋医療センター ６

教育委員会
事 務 局 特別支援学校寄宿舎（５） ５

計 ４２ 事業所
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別表４ ボイラー等の設置状況

（平成30年３月31日現在，単位：基）

事 業 所 名 ボイラー 第一種圧力容器 クレーン ゴンドラ 計

水産技術開発センター １ １

工業技術センター ４ ４

歴史資料センター黎明館 １ １

大隅加工技術研究センター ２ ２

鹿児島地域振興局（建設部） ２(1) ２(1)

北 地域振興局（建設部） １ １

大 隅 地 域 振 興 局 建 設 部 河 川 港 湾 課 志 布 志 市 駐 在 ４ ４

鹿児島県本庁（出納局管財課） ５ ５

かごしま県民交流センター １(1) １(1) ２(2)

鹿児島水産高等学校 １ ２ ３

薩摩中央高等学校 １ １

徳之島高等学校 １ １

川内商工高等学校 １ １

鹿屋農業高等学校 １ １

加治木工業高等学校 １ １

伊佐農林高等学校 １ １

市来農芸高等学校 １ １

鶴翔高等学校 ２ ２

種子島高等学校 １ １

曽於高等学校 １ １

山川高等学校 １ １

加世田常潤高等学校 ２ ２

計 ２２ 事業所 ４(0) 21(0) ８(2) ６(1) 39(3)

（注）（ ）は，休止報告のあった基数で，うち書。
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